




































































































＝区分 日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ フラソス
！
『≡実 52．92 51．I8 40．OO 56．52 50．OO???
（85年度） （85／86年） （85年） （84年） （84年）
51155 40．34 35．00 45．00
1率 （86年度） （88年） （86年以降） （86年以降）
■????????
51．60 32．35 23．49 49，84 42．20






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































以　　上 以　上1以　上10億円r㌔種類＼ 1，000万円1億円，10億円 合計’未　満 未　満 未　　満 未　満 以　　上1！
■
貸倒弓1当金 19．5％ 30．4％ 46，7％ 70．4％ 87．7％ 27．3％
賞与引当金 8．8 15．7 29．7 61．O 83．8 14．6










































































































































????? ? ?????????〜〜??〜????????????? ?? ?????? ? ?











????????????????????????????????。???????????? ?? ?? ?? ｝??〜 ?? ?? ?? ??． ?? ?? ??． 〕? ??、 ?? ? ? ? ? ． 、、 、 ? ? ? ? ??? 。 ） ?? ? ? ． （ ） ? ↑ ??．（? ?? ? ? ? ?? ?〕 ? ? ? ? ?? ???? ? ? ? ? ? ?? ?? 。 ｝ 〜 ． ? ↑ ? ? ???? ? ? ? ? ? ?? ? ? ?? ? ? ? ?? ヶ ?? （???? ? ? ??? ?? ?? ????? ? ??? 、? ? ?????? ?? ?? ???? ??
　■　46．?．?（?）
??
??〜。?（??????? 」）??〜??〜??〜???????〜
????????????????
甘廿甘oo　oo　o
土
????
??????????
?。。??．?
廿廿せ廿N　一　岨　　oo
　　①
??↓???? ??????????????甘廿甘寸　⑦　o
回呂
違
　146　　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
万円，資本金1，000～5，000万円の法人については年300万円）が認められてい
る。
　企業活動上必要な（特に，業種により交際費の必要性の高いものもある）経
費にまで課税するこの様な扱いは，課税べ一ス拡大の必要性が高いとはいえ，
全く疑問がないわけではない。また，中小法人の場合には交際費を控除するこ
とにより赤字法人になるケースがみられ，中小企業にのみ一定額の控除を認め
ているのは大企業とのバランスを著しく欠いており，早急な見直しが必要であ
る。交際費の費用化の問題は，杜会通念や杜会情勢あるいは政府の財政状況等
に依存するところが大きく，交際費をどの程度損金に算入すべきかと言う議論
は今後もこれらの要因によって左右されると思われる。交際費とは対照的に，
企業の営業活動とは直接関係のない寄付金について損金算入が認められており，
本来，利益処分的な性格の強い寄付金の損金算入範囲については慎重に検討す
る必要がある。帽］
（5）損益通算
　企業の損益通算には，①たとえ本年度に所得があっても当期以前に発生した
欠損と相殺できるかどうか，本年度に欠損が生じた場合に当期以前に支払った
税額が還付されるかどうか，②親会杜と子会杜の連結納税が認められるかどう
かという二つの問題がある。幅］
　①の損益通算については，わが国では昭和59年度の税制改正によって1年問
の欠損金の繰戻し措置が停止され，欠損金の5年問の繰越措匿しか認められて
いない。諸外国では，長期間の繰越の他に，繰戻しも認められており，例えば，
アメリカでは3年問の繰戻し，15年間の繰越，イギリスでは1年問の繰戻しと無
期限の繰越が認められている。企業経営の継続性という観点からすれば，繰戻
し還付の停止措置を当然廃止し，もう少し長期の繰越を認めてしかるべきであ
ろう。しかし，わが国の場合，法人成り現象により法人数に占める中小法人の
割合が非常に高く，しかもそれらの半数以上は赤字法人という実態からすると，
　1250
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これ以上長期に亘る繰越措置は煩雑さを増すだけで特に必要とは考えられない
であろう。
　②については，わが国では，単体べ一スで納税額が決定されること（個別企
業独立納税方式）になっているのに対し，アメリカ，イギリス，西ドイツでは
親子会杜等グループ企業全体の損益を通算して納税する方法（連結納税方式等）
が認められ，グループ全体としての担税力に即した課税が行われている。連結
納税方式では，グループ企業間の内部取引において生じた利益は課税所得から
除外され，グループ内での損益通算が行われるという利点がある。
　その他に，アメリカの連結納税制度では，グループのメンバー会杜に欠損が
あれぼ，その欠損をグループ全体の所得合計額から控除することが認められる
だげでなく，欠損会杜が税額控除（試験研究費税額控除等）を受けられない場
合でも，グループ全体として課税額がある限り，これらの適用を受げることが
できる。これにより納税額は大幅に減少することになる。他方，連結納税方式
は企業の系列化や合同を促進する結果になり，企業活動に対して非中立的な影
響を及ぼすことになる。
　わが国では，商法が連結決算制度自体を取り入れていないこともあり，連結
納税制度の実施は当面考えられないが，国際的な観点からも検討の必要があろ
う。
（6）外国税額控除制度
　この制度は，所得に対する国際的な二重課税の排除を目的として昭和28年度
に導入され，昭和38年度には海外事業活動の振興を図るため，一括隈度額方式
を採用する等大幅な拡充・整備が行われた。
　しかしながら，現行制度にはわが国経済の一層の国際化が進展しつつある現
在，少なからず問題を生じてい乱表9は業種別外国税額控除額の推移を示し
たものであるが，昭和59年度でみた場合，鉱業，機械工業，卸売業，金融保険
業の占める割合が高く，これら四つの業種で8割以上に達しており，一部の石
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1251
148 　早稲田商学第327・328合併号
表9　業種別外国税額控除額の推移
（単位：百万円）
1＼＼、．、年分1。。
i業種　’＼
　農林水産業
　鉱　　　　業
　建　　設　　業
　繊　維　工　業
　化　学　工　業
　鉄鋼金属工業
　機　械　工　業
　食料品製造業
；出版印刷業
1その他の製造業
！卸　　売　　業
　小　　売　　業
　料理飲食旅館業
　金融保険業
　不　動　産　業
　運輸通信公益事業
　サーピス業
　その他の法人
合　　　計
55
　　15　　　　570
111．085　　　　　176．395
　345　　　　　　1．558
　101　　　　　　　1．443
3．290　　　　　　　9．943
　675　　　　　　5．341
5．564　　　　　26．675
　283　　　　　　1．359
　　15　　　　　ユ03
　337　　　　　　2．37！
9．746　　　　　　43．635
　247　　　　166
　　3　　　　　29
18．601　　　　　66．045
　　21　　　　198
2．116　　　　　　5．216
　　18　　　　531
　　13　　　1，551
59　　　構成比　　59／50
％
O．2　　　72，4
36．3　　　1，6
1，5　　　21．1
0．2　　　7．5
2．5　　　3．6
2，5　　　17，6
14，6　　　　12．7
0，6　　　10．4
0．0　　　6．0
1，2　　　16，7
12．5　　6．2‘
O．1　　　1．1
0，0　　　64，0
23．3　　　6．1
0，2　　　46．1
1．5　　　3．4
0．7　　　190．2　・
2．2　　　　813，5　　『
152．476　343．129　484．1901100・03．2　1
（注）　「会社標本調査結果報告」（国税庁）による。
油会杜や商杜はこの制度を積極的に利用することにより殆ど税金を払っていな
い状態も現われている。ω
　現行制度では，全ての国外所得を一括し，それが全世界所得に占める割合で
当期の法人税額に乗じたものに当期以前の納税余裕額を加えて控除限度額を算
定している。この方式には，控除限度額の計算が比較的簡明であるといった利
点がある反面，わが国の実効税率を上回る高率で課された外国税についてまで
わが国で控除可能になってLまう。その結果，二重課税の排除という制度本来
の趣旨を超えた控除が行われ，さらには高税率で課された外国の租税を控除で
1252
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きるようにするために企業が控除枠の創出を目的とLた投資行動を取る誘因と
なってしまうのである。
　また，控除限度額を計算するためには，国外・国内所得を適正に区分しなけ
れぱならないが，所得の内外区分が企業の活動実態を反映しない結果になる場
合が生じるという間題もある。今後，国際化の進展にともない，これらの問題
は益々重要になってくると思われるので，早急な解決が望まれる。しかし，一
括控除限度方式から国別控除限度方式に移行するには実務上の問題が多数発生
するおそれがあり，まず移転価格税制を定着させてからでないと無理ではない
かと思わわれ。したがって，折衷的な方法として，たとえぱ50％を超える率で
課される外国税のうち，50劣を趨える率に対応する部分を控除対象から除外す
るとか，全所得に占める国外所得の割合に上隈を設定する等の方法が考えられ
よう。＝呵
注（工）
　（2〕
（3）
（??
（5）
（??
（??
　なお、アメリカでは86年税制により貸倒引当金は廃止された。
　この引当金は昭和27年の法人税率の大幅引き上げが行われた際，その税負担を緩
和する意味もあって導入され，その後昭和31年度に繰入れ率が100％から50％へと
引き下げられた。
　外部拠出による部分が増えれば，それに応じて引当金も必要次くなるが，それは
要支給額の滅少であって，繰入れ率引き下げの問題ではない。
　昭和62年度税制改正では，この引当金のみが取り上げられ，62年度より64年度ま
で経過措置を取りながら廃止されることになっていた。
　個々の企業によっては，法定耐周年数の長すぎる場合があるのは事実であり，そ
の場合に備えた耐用年数の短縮制度の適用が実務上，非常に困難であることが問題
である。短縮承認の簡易化を検討することも必要ではないかと考えられ飢
　なお，アメリヵではACRSによる行き遇ぎた減価償却を認め，それが産業問・
企業問に負担の不公平をもたらしたため耐用年数を長期化させる方向で改正してい
る。
　定率法とは償却費が毎年同じ割合で逓減するように，一定の償却率を取得価額
（2年目以降はその取得価額から，既に行った償却分を差し引いた未償却残高）に
乗じて償却限度額を計算するカ法である。償却率は　取得価額×（1－r）』残存価
額で求められる（ただし，nは耐用年数，rは償却率である）。この式から判る
1253
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　ように，残存価額を引き上げれば，耐用年数が同じでも償却率rを引き上げて償却
　が前倒しされ，取得価額の適正な配分が困難になるというのが答申の考え方であ
　る。
（8）他方，全額損金算入カミ認められている指定寄付金や別途損金算入が認められてい
　る試験研究法人に対する寄付金については，その範囲を最近の杜会経済憤勢の変化
　に対応して拡充すべきと言う意見もある。
（9）　しかし，これらの問題については今回の答申では触れられていたい。
σO　たとえば，朝日新聞，1986年10月11日（夕）「ウイークユソド経済」を参照。アラ
　ビア石油をはじめ9大商杜のうち7杜までが60年度の確定申告で法人税ゼロであっ
　た。
㈹　この50％という率はわが国の実効税率を基準とした数値である。
おわりに
　以上，法人税改革における問題点を今回の税制調査会の答申を中心にみてき
た。答申では法人課税の改革を税負担水準から事業税までの6項目について検
討しているが，ここでは紙幅の関係上，赤字法人課税と事業税については触れ
ていない。答申は今回の税制改革の目標を法人企業問の市場での競争関係に対
して出来るだけ公正・中立的であることを重視し，その実現のために法人課税
の構造を見直し，この基本的な方向に沿って具体的な改革論を提示しようとし
ている。
　高度成長から低成長へ移行する過程で，サービス化・ハイテク化が進行し，
産業構造が従来の重厚長大から軽薄短小へと大きく変化する中で，税収目的か
らたんに税率の引き上げという形で法人課税の強化が進められてきたことによ
って，あらゆる市場での法人企業問の競争関係にもたらされてきた歪みを課税
の公正・中立性の観点から是正することに法人税改革の主たる課題があったと
言えよう。
　しかしながら，法人課税に対する改革も今日の税制改革全体が受げている増
減税なし（税収中立性）という制約のため，満足すべき水準にはまだ程遠いと
　工254
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思われる。例えぱ，税負担水準について，r財政事情を考慮し，中期的にみて，
実効税率が5割を下回る水準まで引き下げることが適当である」と述べている
ように内容的には物足りないのである。
　さらに根本的な問題として，今後，望ましい長期税制の確立を目指していく
上で，その中で法人税をどのように位置づげていくのかという長期的かつ基本
的な視点が明確に打ち出されていないことが挙げられよう。わが国の場合，国
税総額に占める法人税収の割合が先進諸国の中でも著しく高く，その意味では
わが国の財政当局が最も恩恵を受げており，そのため間接税の方で確実に減税
財源が確保出来るという見通しが立たたい限りは，法人税改革も本格的なもの
とはなりえないのであろう。したがって，法人税改革は間接税改革と結び付け
て，企業課税全体の見直しという包括的な見地から考察せねぱならず，そのと
き初めて抜本的な法人税改革となりえよう。＝1〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1987年11月）
注（1）最近，小法人に対する商法改正間題が提起されており，その動きとの関連で法人
　　税制の見直しも必要とされよう。このことは，全世界的に事業活動を展開している
　　企業も実質的には個人事業である零細法人も一つの法人税という税目で律すること
　　が果Lて適当なのかどうかという問題につながる。
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